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〇 世界
年間数百万トン以上のプラスチックごみが海洋へ流出していると

推計され、現状では2050年までに魚の重量を上回る プラスチックが
海洋環境に流出すると予測※１されている。
※１ 「THE NEW PLASTICS ECONOMY RETHINKING THE FUTURE OF PLASTICS」（エレン・マッカーサー財団、2016年）

〇 国内
ポイ捨てや不法投棄などにより、年間２～６万トンのプラスチック
ごみが海洋へ流出していると推計※２されている。

※２ 「Plastic waste inputs from land into the ocean」（Science、2015年2月）

プラスチックに係る資源循環の促進等に取り組む背景
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１ プラスチック資源循環促進法の概要

【プラスチックの特徴】
〇軽量、丈夫で水に強く、安価に大量生産することが可能
〇様々な色や形状、特性の製品を作ることが可能
〇衛生面についてもコロナ禍で再評価

●再生利用が難しいものが多い（汚れの付着、複数の樹脂が混合された状態で
の排出、再生コストとの兼ね合い等が原因）
⇒国内のマテリアル・ケミカルリサイクル率は25%程度 (2019)

●通常、化石燃料を原料とし、紙や木と異なりカーボンニュートラルでない
⇒焼却、熱回収（サーマルリサイクル）により地球温暖化に影響

●環境中で分解されにくい ⇒マイクロプラスチック等による海洋汚染の要因

【国のプラスチック対策の方向性】
「３Ｒ＋Renewable」※の原則のもと、プラスチック使用製品の使用の合理化や回収
・再商品化を進めることで、プラスチックによる追加的な海洋汚染を無くすとともに、
2050年脱炭素社会の実現に不可欠な循環経済への移行を進める

※発生抑制、再使用、再生利用＋再生可能資源（紙、木、バイオマスプラスチック等）への転換

「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」 2022年４月１日施行
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【法での措置事項】

１ プラスチック資源循環促進法の概要
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国の特設ウェブサイト
https://plastic-circulation.env.go.jp/

法制度のパンフレット (全32ページ)

１ プラスチック資源循環促進法の概要

https://plastic-circulation.env.go.jp/
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２ 特定プラスチック使用製品の使用の合理化

〇 特定プラスチック使用製品と特定プラスチック使用製品提供事業者
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２ 特定プラスチック使用製品の使用の合理化

〇 勧告等の対象となる「特定プラスチック使用製品多量提供事業者
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２ 特定プラスチック使用製品の使用の合理化

〇 特定プラスチック使用製品の使用の合理化
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３ 市町村による分別収集・再商品化

〇 容器包装リサイクル法に規定する指定法人に委託する方法（法第32条）



10

〇 認定再商品化計画に基づくリサイクルを行う方法（法第33条～第35条）

３ 市町村による分別収集・再商品化
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４ 製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業
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４ 製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業

〇 自主回収・再資源化事業のスキーム（法第39条第１項）
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〇 自主回収・再資源化事業計画の認定基準

４ 製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業
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５ プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出抑制・再資源化等
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５ プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出抑制・再資源化等
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５ プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出抑制・再資源化等
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５ プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出抑制・再資源化等
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５ プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出抑制・再資源化等
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５ プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出抑制・再資源化等
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６ 排出事業者による再資源化事業
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〇 申請者が排出事業者である場合の再資源化事業のスキーム
（法第48条第1項第1号）

６ 排出事業者による再資源化事業
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〇 申請者が複数の排出事業者からの委託を受けた再資源化事業者である
場合の再資源化事業のスキーム（法第48条第1項第2号）

６ 排出事業者による再資源化事業
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〇 再資源化事業計画の認定基準

６ 排出事業者による再資源化事業
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７ 県からのお知らせ

県は、「かながわプラごみゼロ宣言」の実現のため、令和２年３月に具体的な
行動計画である「かながわプラごみゼロ宣言アクションプログラム」を策定し、

「かながわクリーン運動」の取組の輪を広げるとともに、監視活動を強化

河川、海岸、街中でのごみ回収と監視パトロール
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〇 クリーン活動の拡大
「かながわクリーン運動」 令和元年度実績：56万人参加

京浜急行電鉄(株)と連携した逗子海岸での海岸清掃活動
（令和元年６月に実施し、参加者約1,000人）

写真提供 京浜急行電鉄（株）

７ 県からのお知らせ
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〇 LINEを活用したプラごみゼロ総合情報プラットフォーム
プラごみゼロの取組みへの参加者を拡大するため、ＬＩＮＥを活用してクリーン

活動やイベントに関する情報の収集・発信などを行う、かながわプラごみゼロ
宣言の総合情報プラットフォームを令和４年３月に構築

１ クリーン活動・イベント情報などの情報配信
・ クリーン活動の開催情報
・ イベント等の開催情報
・ 企業等のプラスチック削減の取組事例
・ プラスチックごみ削減に関する最新動向

２ 県ウェブサイト及び関連サイトへのリンク
３ 事業者のクリーン活動・イベントの主催予定

又は開催実績の県への報告
４ 県民等のクリーン活動・イベントへの参加

実績の県への報告
５ よくある質問に関するQ＆A

７ 県からのお知らせ


